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要 約 

 

近年，放課後児童支援員の役割は，子どもの発達過程を踏まえた育成支援に加え，障害児への対応，

特に配慮を必要とする子どもへの対応，保護者への支援など，多岐にわたる。しかし，それらの知識

や支援方法を学ぶ機会は極めて少ない現状にある。本研究では，放課後児童支援員が，発達障害児を

含む対応困難児や保護者支援に関する基礎的な知識および支援方法を学び，日々の実践に活かせる機

会として，子育て支援研修を実施する。研修実施群として 14 名の放課後児童支援員を対象に全 6 回

のプログラムを行うと共に，初回開始時（事前調査），最終回終了時（事後調査），研修終了から半年

後（フォローアップ調査）の 3 回，効果測定の質問紙調査を行う。また対照群として，10 名の放課

後児童支援員を対象とし，研修実施群への調査と同様の時期に質問紙調査を行う。本稿（中間報告）

では，問題と目的，方法，現在の進捗状況について報告する。 

【キー・ワード】放課後児童支援員，子育て支援研修，保護者支援 

 

Abstract 

 

    The purpose of this study was to develop and measure the effectiveness of child rearing 

support workshops for after-school child care-workers. This workshop consisted of 6 sessions of 90 

minutes each, which were held once every 1 months. 24 after-school child care-workers were 

divided into an intervention group (N =14) and a control group (N =10). An intervention group 

will complete a questionnaire which consists of a parental child rearing scale and a family support 

efficacy scale, at first session (pre-test), final session (post-test), and 6 months later of the 

intervention (follow-up). A control group also will complete the questionnaire at almost exactly 
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the same time as an intervention group. 

【Key words】 After-school Child Care-workers, Child Rearing Support Workshops, Family 

Support 

 

問題と目的 

 

2012年 8月に，「子ども・子育て支援法」が制定され，放課後児童クラブ（学童保育）の制度や仕

組みの見直しが行われた。それらを受け，2015 年 4 月からは「子ども・子育て支援新制度」が実施

されると共に，「放課後児童クラブ運営指針」（厚生労働省，2015）が新たに策定され，放課後児童ク

ラブに関する運営および設備についてのより具体的な内容が，初めて国として定められた。放課後児

童クラブ運営指針には，放課後児童クラブの指導員に対し新しく創設された専門資格である放課後児

童支援員（以下，「支援員」）に求められる役割が記載されている。その役割には，子どもの発達過程

を踏まえた育成支援に加え，障害児への対応，児童虐待を中心とする特に配慮を必要とする子どもへ

の対応，保護者への支援など，多岐にわたる業務内容が含まれている。 

他方，近年では放課後児童クラブへの障害児の入所がますます増加しているにもかかわらず（全国

学童保育連絡協議会，2016），支援員が，障害の知識や支援方法を学ぶ機会は極めて少ない現状にあ

る。また現状，支援員は独自に様々な保護者支援を行っているものの（枝廣・原田・矢吹，2016；原

田・枝廣・矢吹，2016；一般社団法人日本学童保育士協会学童における子育て・家族支援研究会，

2016），保護者支援に関する専門的な知識を得る機会もほぼ得られていない。そのため，支援員は，

特に発達障害児やその保護者への対応に強い困難感やストレスを抱えている現状にある（宮里，2015）。 

発達障害児者への支援において，地域生活の中で日常的に関わる保健師，保育士，障害児事業所の

職員等が，基本的支援を行える重要性が認識されてきているが（辻井，2014），それは発達障害児に

日々関わる支援員にも当てはまる。現状，発達障害児の放課後生活への支援はあまり取り組まれてい

ないが，支援員が基本的支援を身につけることで，多くの発達障害児や対応困難児が地域の中で落ち

着いた放課後生活を送れるようになるであろう。 

また近年では発達障害児への支援として，保護者は自分の子どもに対して最良の治療者になること

ができるという考えに基づき，保護者に対して訓練を行うペアレント・トレーニングの実施が広まっ

ている（山上，1998）。基本的な知識と支援方法を身につけた支援員が，保護者に対して同様の知識

や支援方法を学べる機会を提供し，それらの習得を促すことで，クラブに通う発達障害児に対し，よ

り充実した支援を提供できるようになるであろう。 

そこで本研究では，支援員に，発達障害児を含む対応困難児や保護者支援に関する基礎的な知識お

よび支援方法を学ぶことのできる研修機会を提供し，その効果測定を行う。その際，ペアレント・ト

レーニングのように事前にある程度の専門的知識を有する必要が無く，初学者でも標準的な知識や支

援方法を習得できるように開発されたペアレント・プログラム（辻井，2014）に基づく子育て支援研

修を行う。ペアレント・プログラム研修は，厚生労働省の「発達障害児・発達障害者の支援施策」の

1つに位置付けられて以降，全国各地の市町村で保育士，保健師，障害児事業所の職員等を対象に実
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施され，その成果も報告されている（辻井，2014；辻井・望月・高柳，2013；上宮・辻井，2015な

ど）。 

 

方 法 

 

1．研修・調査実施時期 

研修は 2016年 10月～2017年 3月に，全 6回実施する。調査は 1回目（事前調査）が 2016年 10

月，2回目（事後調査）が 2017年 3月，3回目（フォローアップ調査）が 2017年 9月を予定してい

る。 

 

2．研修参加者・調査協力者 

2-1．研修実施群 A県内の支援員 14名（男性 2名，女性 12名）にペアレント・プログラムに基

づく子育て支援研修および効果測定の調査を実施する。放課後児童クラブでの指導員歴は，5年未満

が 6名，5年以上が 8名であった。 

2-2．対照群 A 県内の支援員 10 名に，研修実施群と同様の時期に効果測定の調査のみを実施す

る。 

 

3．研修内容 

全 6 回のペアレント・プログラム（辻井，2014）（表 1）を，支援者用に少しアレンジして実施す

る。筆者らが各回に対応する説明スライドを作成し，毎回の研修において，主に前半はスライドを用

いた講義，後半は参加者たちによる現状把握表への記入およびペアでの話し合い等，ペアワークを行

う形で進行する。 

 

表 1 ペアレント・プログラムの概要（辻井，2014） 

 

 

4．調査内容 

4-1．養育スタイル尺度 松岡他（2011）によって作成された「肯定的働きかけ（9項目）」，「相談・

つきそい（7項目）」，「叱責（4項目）」，「育てにくさ（4項目）」，「対応の難しさ（3項目）」の全 5下

位尺度から成る尺度。原版は保護者の養育スタイルを表す項目であるため，本研究では放課後児童ク

ラブでの保育スタイルを表すよう表現を修正し，「肯定的働きかけ」と「叱責」の 2 下位尺度のみ用

いた。 

第1回　ガイダンス，現状把握表の書き方

第2回　行動で見る，書く

第3回　行動のカテゴリーを見つける

第4回　ギリギリセーフ！の行動をみつける

第5回　ギリギリセーフ！をきわめる

第6回　ペアプロでみつけたことを確認する
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4-2．保護者支援効力感に関する項目群 まず，放課後児童クラブ運営指針（厚生労働省，2015）

等に記載されている保護者支援の内容を参考にしながら，支援員が行うべき保護者支援の内容を収集

した。その上で，それらに対して自身がどの程度効果的に対処できるかどうかを問う項目群を作成し

た。全 28項目。 

事前，事後，フォローアップの 3回とも，以上の 2種類の尺度・項目群から成る質問紙調査を実施

する。 

 

5．調査手続き 

研修実施群に対しては，研修の初回開始時（2016 年 10 月）と最終回終了時（2017 年 3 月）に直

接調査を実施し，その場で回収する。またフォローアップ調査については，2017 年 9 月に郵送によ

り質問紙の送付および回収を行う。質問紙の表紙には，回答内容は集団データとして扱うため，個人

の回答内容は特定されないことと，調査への参加は自由である旨を記載する。 

対照群に対しては，研修実施群への 3回の調査と同様の時期に，同じ質問紙を郵送にて配布し，回

収する。 

 

現在の進捗状況と今後の予定 

 

2016 年 10 月にペアレント・プログラムに基づく子育て支援研修の 1 回目，11 月に 2 回目を終え

た。元々の予定では 12 月に 3 回目を行う予定であったが，予定が合わず出席できない参加者が多か

ったため，12 月には実施しないこととした。代わりに，3 回目を 2017 年 1 月上旬に行うこととし，

1月下旬に 4回目，2月に 5回目，3月に 6回目を実施する予定である。 

効果測定の調査については，上述の養育スタイル尺度に関する項目表現の修正と，保護者支援効力

感に関する項目群の作成を 2016 年 10 月に行った上で，既に研修実施群，対照群共に 1 回目の調査

（事前調査）を行った。今後，2017年 3 月に 2回目の調査（事後調査），2017年 9月に 3回目の調

査（フォローアップ調査）を実施する予定である。また今後，全調査のデータが集まり次第，分析を

進める予定である。 
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